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１．問題の所在
　
子どものいのちに重大な影響を与える終末期医療や臓器移植の在
り方をめぐっ
て（１）
、日本では、必ずしも子どもの意思を問わない見解
が近年相次いで表明されている。二〇〇七年五月に厚生労働省により提示された「終末期医療の決定プロセスに関するガイドライン」では、患者本人の意思の尊重を前提としながらも、患者の意思の推定が困難な場合の対応も提示され、患者のステイクホルダーでもある家族や医療チームによる決定も認められてい
る（２）
。
　
また、二〇〇九年七月に一部改正された「臓器の移植に関する法
律の一部を改正する法律」や同法の運用指針を定めた施行規則ならびにガイドラインでは、知的障がいのある子ども、虐待の疑いのある子どもや、生後十二週未満の乳児を除く、〇歳児からの臓器の提供も認められ、患者の意思が表明されていな ても、家族の代諾が
あれば、患者からの臓器の摘出が可能になっ
た（３）
。患者本人の意思の
尊重の観点から検討されてきた終末期医療や臓器移植の在り方は、近年では、患者の意思を超えた範囲に拡張され、子どもの患者、なかでも、乳幼児など の表明にあ り一層の支援を要する子どもの意思の尊重をめぐっては、その重要性が増大する事態に在
る（４）
。
　
子どもの意思の尊重は、子どもの権利条約の一般原則である第
一二条に規定される基本的な子 もの権利であ
る（５）
。この権利は、子
どもに重大な影響を与える医療をめぐっては、この条約の制定当初から重視されてき
た（６）
。日本でも、一九九四年のこの条約の批准以降
には、その第 基づいた子どもに対するインフォームド・コンセントの必要性が指摘されるようになっ
た（７）
。さらに、近年では、
この条約の締約国 義務の実施状況を監視している国連子どもの権利委員会により採択された「 般的意見№７
　
乳幼児の権利」に
則っ
て（８）
、乳幼児に賛同（
assent ）の適用を前提とする対応の課題も
指摘されてい
る（９）
。また、第一二条は、生命、発達、保護、そして、
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参加に分類される四つの権利群においては参加の権利に分類され、子どもを自身に影響を与えることがらの公私の領域にわたる決定過程に包摂する規定でもあ
る
）（（
（
。こうした法的性格をもつ第一二条を含
むこの条約の保障 あたっては、子どもに関わる専門職を養成する専門職教育の役割の重要性が指摘されている。二〇一〇年六月に国連子どもの権利委員会により採択された日本の第三回「総括所見」において、子ども ために、もしくは、子どもと共に活動す職に対するこの条約の体系的で継続的な教育プログラムの発展の促進を勧告されたよう
に
）（（
（
、子どもの権利を擁護するための専門職教育
の向上は、日本の当面 優先的な課題 ある。　
日本の専門職教育における子どもの参加の権利については、学校
教育や社会教育の分野で明らかにされてきた。田代高章は、授業や生活指導にわたる学校の教育活動における子ども 参加を「対話・討論・討議をもとにした参加者全員のコミュニケーション過程 重視する共同的教育行為」と位置づけ、 「子どもの自己決定と共同決定の相互作用による双方の質的高まり 子どもひとり一人 民主的・社会変革的な自己形成や、学校における自治を実現す 」ための学校教育におけ 子どもの参加 権利保障の重要性 指摘している
）（（
（
。また、増山均は、青少年の社会参加を「生活圏での社会的諸関
係そのも を自治的 し、主権者としての自覚と力量を獲得し高めていくための取組み」と位置づけ、 「子ども・青少年が社会の役に立っ という 覚と誇りを実感しながら、同時 社会 不
可欠の構成員として、社会そのものを改革発展させていく主体に育っていく」ための政策策定の重要性や、文化・福祉・まちづくりに係る子ども 参加を支援する専門職らの役割の重要性を指摘してい
る
）（（
（
。さらに、安部芳絵は、田代や増山の成果を含む学校教育や社
会教育に係る先行研究をふまえて、子ども 参加を支援するうえでの専門職の役割の重要性を指摘してい
る
）（（
（
。
　
しかしながら、子どもに重大な影響を与える医療に係る専門職教
育、なかでも、医療の中心的な役割 担う医師を養成する医学教育において、子ど の参加 権利がどのように扱われているかは明らかにされてい い。冒頭で述べたよう 医療をめぐる子どもの意思の尊重の重要性が増大する事態に在る今日、日本の医学教育において子どもの参加の権利がどのように位置づけられている かを明らかにすることには社会的な意義もある。　
本稿は、以上の問題意識を基に、医療領域の子どもの権利保障、
特に、子どもの気持ちや考えが尊重される医療環境 発展を目的として、日本の医学教育における子どもの参加の権利の扱 を明らかにし、この権利を実現するための医学教育 課題や対応を提示する。以下では まず、子どもの権利条約第一二条の理解と履行を求めて国連子どもの権利委員会が二〇〇九年に採択した「一般的意見№
12
　
子どもの聴かれる権利」“
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right of the child to be heard ” （以下、 「意見
12号」という。 ）の内
容や専門職教育との関係を挙
げ
）（（
（
、次に、今日の日本の医学教育制度
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の基本に位置づけられ全ての医学生が体系的かつ継続的に修得する「医学教育モデル・コア・カリキュラム」 （以下、 「コア・カリキュラム」という。 ）の内容について述
べ
）（（
（
、これらの関係を基に、日本
の医学教育における子どもの参加の権利 扱いを明らかにし、子どもの参加の権利の確保にあたっての日本の医学教育の課題と対応を示す。
２．意見
12号と医学教育
（１）意見
12号の法的位置づけ
　
まず、意見
12号とは、どのような文書なのか。
　
意見
12号は、前述の国連子どもの権利委員会が締約国の報告審査
や一般的討議などに基づいて採択した正式な文書であり、立法、行政や、司法にわたる条約実施機関の有権的な解釈指針に位置づ られてい
る
）（（
（
。その範囲には、行政機関が執行する保険医療・教育政策
も含まれるため、今後の子ども 影響を与える保険医療・教育政策の立案や修正の際には、意見
12号の積極的な活用が政府に要請され
ていると考えら 。　
意見
12号の構成は、導入部、目的、および、本文の３部から成り、
このうち、本文は、以下の項目 より構成されている。意見
12号で
は、子どもの権利条約第一二条をこの構成に基づい 理解し履行することが求められている。
　　　
Ａ．法的分析
　　
１．第一二条のことばの分析
　　
２．子どもの聴かれる権利 履行のための段階
　　
３．締約国の義務
　　
Ｂ．
 子どもの聴かれる権利と子どもの権利条約の他の条項との関係
　　　
Ｃ．様々な環境や状況での子どもの聴かれる権利の履行
　　
 １．家族
　
２．代替的ケア
　
３．ヘルスケア
　　
４．
 教育および学校
　
５．遊び・レクリエーション・ス
ポーツおよび文化的活動
　
６．職場
　　　　
７．暴力の局面
　
８．予防方策の発展
　　
９．移住および亡命手続き
　
10．緊急の局面
　　
11．国内および国際的な状況
　　
Ｄ．子どもの聴かれる権利の履行のための基本的要件
　　
Ｅ．結論
　
意見
12号ではまた、その構成に則った、第一二条の子どもの参加
の権利としての理解と履行が求められている。意見
12号において、
子どもの参加は、子どもの意見 決定過程、政策策定、法や措置の準備、および、評価にあたって考慮される を対象とすることや、子どもに表明された適切な視点や経験をこ らの過程に付加しうる
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ことがらであることが示されている（
para.12-13 ） 。また、意見
12号
では、子どもの参加が、今日では、子どもがその過程で子どもやおとなの意見が のように考慮され結果を形成していくのかを学習するこ が きる、子どもとの相互的な尊重に基づいた情報 共有や対話を含む継続的な過程に広く使用されていることに 言及されている（
para.3 ） 。これらの過程は、子どもとの真剣なやりとりを積
み重ね ことにより子どもとの直接的な関係性を発展させる営みとして位置づけられている。（２）意見
12号の内容
　
では、意見
12号では、第一二条をどのように理解し履行すること
が求められているのか。前節で挙げた意見
12号の本文の構成に基づ
いて、その内容を順に提示する。１
　
第一二条の法的分析
　
意見
12号では、以下のⅰ
－ ⅲで述べる「第一二条のことばの分
析」 、 「子どもの聴かれる権利の履行のための段階」 、お び、 「締約国の義務」に基づいて、まず、第一二条自体を理解し履行することが求められている。ⅰ第一二条のことばの分析（ⅰ）第一二条１項
　
まず、第一二条の１項では、第一に、 「締約国の義務」に関して、
締約国が子どもに影響を与えることがらについて「子どもの意見を求めること」と「その意見 正当に重視すること」との厳格な法的義務下に在ることが強調されている（
para.19 ） 。
　
第二には、 「子どもの意見表明や参加」に関して、まず、 「子ども
が強制されることなく権利を行使するか否かを選択できること」 、「子どもが操作されたり圧力の対象とされないこと」 、ならびに、「子ども『自身の』視点に関係していること」を意味する「自由であること」の保障が求められてい （
para.22 ） 。また、 「子どもの
意見表明や参加」に関しては、有害 できごとが調査される場合に子どもが必要以上に聴かれないことや（
para.24 ） 、採られうる決定
やその決定 もたらしうる結果、および、子どもの意見 求めらる条況について子どもが説明されることも求められている（
para.25 ） 。
　
第三には、 「ことがら」に関して、これが子どもの意見を表明す
る権利のもう一つ 条件であるため 、その尊重と広い理解が求められている（
para.26 ） 。
　
第四には、 「子どもの力」に関して、子どもは自己の意見をまと
める力をもつと う推定の下に子どもの力を最大限に拡張して評価することや（
para.20 ） 、子どもの聴かれる権利を制限する年齢の規
定を立法にも実践にも導入しないことが求められてい （
para.21 ） 。
特に、後者をめぐっては、 「子どもは最も幼い段階から権利の保有者であることをふまえ、幼い子どもが理解、選択、もしくは、好み
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を示していることばにはよらないコミュニケーションを理解し尊重すること」 、 「子どもが自己の意見を適切にまとめる程度に十分に理解しているならば、そのこと らのあらゆる面にわたる総合的な知識を必要とはし いこと」 、 「障がいをもつなど、聴かれることに困難を抱える子どもの権利保障に責任を負うこと」 、および、 「生じうるおそれのあ 負の結果を鑑み 子どもの十分な保護の下に 子どもの聴かれる権利の行使を確保すること」 い 項目が付加されてい 。　
第五には、 「子どもの力の評価」に関して、子どもの意見を正当
に重視するための、また、子どもの意見が結果に影響を与える道筋を子どもに伝達するためのことがらであ が示されている。また、 「子どもの力の評価」にあ っては、子どもの意見を単に聴くだけでは不十分であり、子どもが自己の意見をまとめることができる場合にはこれを真剣に考慮することや（
para.28 ） 、子どもの力を
事例ごとに評価することが求められている（
para.29 ） 。
　
そして、第六には、 「子どもの成熟度」に関して、問題について
合理的で独立した方法で自己の意見を表明 子どもの力であるの見解が示され、子どもの生活に与える影響が大きければ大きいほど適切な子どもの力の評価が求められてい （
para.29 ） 。
（ⅱ）第一二条２項　
次に、２項では、第一に、 「適用の範囲」に関して、子ども 影
響を与える司法手続きには制限なしに、また、子どもの健康、生活条件、および、保護などに関する行政手続きにも適用さ ることが
指摘され、これらの義務を履行するための法的措置の導入が奨励されている（
para.32 ） 。
　
第二には、 「適用の実際」に関して、子どもが直接的に聴かれる
ことが求められ 一方 代理人を介して子どもの意見が聴かれる場合に最も重要なことは子どもの意見が決定権者に正しく伝えられていることであることが指摘されている。また、代理人には、決定過程の多様な面にわたる十分な知識や理解をもつことや と共に活動した経験があること（
para.36 ） 、ならびに、子ども以外の他の
人や組織の利益ではなく「子どもの最善の利益」 表す が求められている（
para.37 ） 。
　
そして、第三には、 「遵守」に関して、基本的な子ども 権利の
享受を制限したり妨げることがないような、公正な手続きの遵守が奨励されている（
para.38 ） 。
ⅱ子どもの聴か る権利の履行のための段階　「子どもの聴かれる権利の履行のための段階」では、以下に述べる五つの段階や各段階の要件に基づいて、第一二条を効果的 理解することが求められている。
（ⅰ）準備　
第一の「準備」の段階では、子どもの意見を聴くことに責任を負
うおとなに、子どもの意見を表明する権利、子どもが表明した意見が結果にもたらしうる影響、および、意見の伝達に関す 選択肢や
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その選択により生じうる結果について、子どもに説明することが求められている（
para.41 ） 。子どもの意見を聴くことに責任を負うお
となには、 「ケア提供者などの、子どもに影響を与えることがらに関与するおとな」 、 「裁判官などの、決定権者」 および、 「医師などの、専門職」が挙げられている（
para.42 ） 。また、決定権者には、
子どもの意見を考慮し がら いつどこで ように聴き誰が参加するのかについて子どもに説明す ことが求められている（
para.41 ） 。
（ⅱ）聴く　
第二の「聴く」段階では、子どもの意見を聴くことに責任を負う
おとなに、おとなが子どもの意見を聴こうとし ことやこれを真剣に考慮しよう していることを子ども 確信 もらえる環境づくりが求められている（
para.42 ）
）（（
（
。また、子どもの意見を聴く際
には、一方向的な在り方ではなく、子どもとの会話の形式を採り、好ましくは、開かれた場ではなく、秘密が守られる環境 下で聴かれることが求められている（
para.43 ） 。
（ⅲ）子どもの力の評価　
第三の「子どもの力の評価」の段階では、子どもごとに力を分析
し、子どもが自己の意見をまとめることができる場合には、これを正当に重視することが求められている。また、子どもが 理的で独立した方法で自己の意見をまとめるこ ができる場合 は、決定権者に、これを問題解決にあたっての重要な要素として す こが求められている（
para.44 ） 。
（ⅳ）子どもの意見の正当性についての情報（フィードバック）　
第四の「子どもの意見の正当性についての情報（フィードバッ
ク） 」の段階では、子どもの意見が形式的に聴かれるのではなく真剣に扱われるために、決定権者には、これまでの過程の結果やその過程で子どもの意見がどのように考慮されたのかについて子どもに説明することが求められている（
para.45 ） 。
（ⅴ）不服申し立て・救済・是正　
そして、第五の「不服申し立て・救済・是正」の段階では、子ど
もの意見が聴かれこれが正当に重視される権利が軽視されたり侵害された場合に対応できる立法の必要性が指摘され（
para.46 ） 、子ど
もが暴力や罰の危険に晒されることなく利用でき と確信することができる信頼のもてる機序（
m
echanism
）を供与することが求めら
れている（
para.47 ） 。
ⅲ締約国の義務　「締約国の義務」では、締約国が、第一二条をめぐり、 「締約国の核となる義務」 （
core obligations of States parties ）と、 「司法手続
き」 （民事：離婚および別居、両親との別居および代替的ケア、養子縁組およびイスラム法のカファラ・刑事：子どもが犯罪者になる場合、子どもが被害者および証人になる場合）や「行政手続き」ら成る「司法・行政手続きに関する特定の義務」との、二つ 義務を負うことが提示されている。
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このうち、前者の「締約国の核となる義務」では、適切な情報や
支援へのアクセスを子どもに供与するための、また、必要ならば、子どもの意見を正当に重視するためのフィードバックや手続きを提供するため 、立法の検討や修正が求められている（
para.48 ） 。さ
らに、これらの義務を満たすための方策として、 「子どものために活動する もしくは、子どもと共 活動 専門職に対す 第一二条や実務においての適用に関する教育の提供」などが挙げられている（
para.49 ） 。
２
　
聴かれる権利と子どもの権利条約の他の条項との関係
　
次に、 「子どもの権利条約の他の条項との関係」では、以下のⅰ－ ⅴで述べる条項や条約全体との関係における要件に基づいて 第
一二条を理解し履行することも求められている。ⅰ第 と第三条（子どもの最善の利益）　
筆頭で述べられている第三条との関係において、第一二条は、子
どもの意見が聴かれるという目標に到達するた の方法を規定する条項として位置づけら 、子どもの最善の利益を達成する目的を確立する第三条と補足し合う関係にあることが指摘されている。また、子どもの生活に影響するあらゆる決定にあたって 子ども ち 本質的な役割を促進する いう第一二条の機能が、第三条により強化されていることも指摘されて （
para.74 ） 。
　
さらに、子どもの最善の利益をめぐっては、子どもと相談して確
立された子どもの最善の利益は考慮されるべき唯一の要素ではないものの決定的に重要であることや（
para.71 ） 、第一二条の要素が尊
重されない場合には第三条が正しく適用されえないことに言及され（para.74 ） 、個人の子どもだけでなく集団の子どもたちも含めて
（
para.72-73 ） 、子どもに関わる活動に責任を負うおとなに必須の段
階として子どもの意見を聴くことが求められている
para.70 ） 。
ⅱ
 第一二条と第二条および第六条（差別の禁止、生命・生存・発達への権利）
　
第二条と 関係では、障がいをもつなど、子どもの参加にあたり
周縁化されがちな子どもを含め、あらゆる子どもが聴かれ参加できることを確保される対応が求められ いる（
para.75-78 ） 。また、第
六条との関係においては、 のパーソナリティの発達や子どもの力を刺激する手段とし 、子どもの参加の促進が求められている（para.79 ） 。
ⅲ
 第一二条と第一三条および第一七条（表現・情報の自由、適切な情報へのアクセス）
　
第一二条と同様に子どもが権利の主体であることを確立している
第一三条との関係において、第一二条は、特に、子どもが自身に影響することがらについて意見を表明する権利や、子どもが自身の生活に影響を与える活動や決定に包摂される権利であ ことが指摘さ
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れている。また、これらの権利を満たすために、締約国が子どもに影響する活動や決定過程への子どもの参加を促進するための法的な枠組みや機序を導入し、表明された子どもの意見を正当に考慮する義務を負うことが指摘されている（
para.81 ） 。一方、第一二条との
関係において、第一七条は、子どもが意見を表明する権利の必須条件に位置づけられている（
para.82 ） 。
ⅳ第一二条と第五条（親の指導の尊重）　
子どもの権利行使を導く親などの責任、権利や、義務を規定する
第五条と第一二条との関係をめぐっては、子どもの意見表明にあたり、子どもの知識、経験、ならびに、理解の欠如が補われることや、子どもが意見を述べることを励まされることが求められている（para.84 ） 。
ⅴ第一二条と の権利条約の他の条項や条約全体　
参加の概念が至るところで用いられている子どもの権利条約の他
の規定やこの条約全体との関係において、第一二条は、子どもの包摂の要と表現されている（
para.86 ） 。
３
　
様々な環境や状況での聴かれる権利の履行
　
さらに、意見
12号では、前掲の十一の項目にみるような、子ども
が生きるうえで不可欠な活動に関わる環境や状況をめぐる要件に
則って、第一二条を理解し履行することも求められている。　
これらの項目のうち、本稿の主題に直接的に関係する「ヘルスケ
ア」をめぐ は、まず、第一に、子どもが意見を表明し参加す権利を子どもの健やかな発達や
w
ell-being
を促進する権利として尊
重することが求 られている（
para.98 ） 。
　
第二には、障がいをもつ子どもを含め、子どもの力を発達させる
方法で、子どもが公私にわたる決定過程に包摂されることが求められている（
para.100 ） 。具体的には、子どもに提案された治療やそ
の効果や結果について子どもに説明することや（
para.100 ） 、子ど
もの意見や経験を子どもの健康や発達に係 サーヴィスの計画、実践や、評価に役立てることができ 措置の導入が求められている（para.104 ） 。
　
第三には、子どもの医学的同意について、幾つかの国家で医学的
同意の権利を子どもに移行する年齢を定めたことを歓迎する一方、医学的同意の対象とはされない幼い子ども あって 、自身の治療に関して十分に説明され自己の意見を表明することができる場合は（
inform
ed view
） 、これを正当に重視することが強く勧告されて
いる（
para.102 ） 。
　
第四には、子どもの医学的カウンセリングや助言について、いか
なる年齢制限の対象にもされるべきではないとの見解が示され、あらゆる年齢の子どもへのこれらの確保が求められている。また、子どもの安全や
w
ell-being
の観点から必要な場合には、子どもが親の
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同意なしに内々にこれらにアクセスすることができる法や規則の導入が求められている（
para.101 ） 。
　
そして、第五には、子どもの医科学的研究や治験について、他の
手続き上の保護に加え 子どもに対するインフォームド・コンセントが義務づけられるために、医科学的研究や治験の参加に関係する子どもの権利についてわかり易く利用が可能な情報を子ども 提供することが医師や保健医療機関に求められている（
para.103 ） 。
４
　
子どもの聴かれる権利の履行のための基本的要件
　
そして、 「子どもの聴かれる権利の履行のための基本的要件」で
は、子どもの権利条約の採択以降広く合意されてきた効果的、倫理的で、意味のある第一二条 履行のためにあらゆる段階で求められる以下の九要件に基づいた、子どもの権利条約第一二条の理解と履行が求められている。こ 要件をめぐっては、立法や第一二条の履行に関係する他 措置と 統合が求められている（
para.133-134 ） 。
ⅰ意見を自由に表明しこれが正当に重視される子どもの や、
参加の範囲、目的、および、影響について、子どもの感性や年齢に適った方法で、 「子どもがわかり易く説明されること」
ⅱ子どもの望みに反して意見の表明を強制されることなく、い
つでも関与をやめることができることを説明され、 「子どもが自発的であること」
ⅲ公私にわたる子どもの参加が子どもに関わるおとなに、 「尊
重されること」
ⅳ子どもが知識、技術や、力を用いて自身の生活との現実的
関連性を見出し重要であるとみなす問題に脚光をあて取り組めるために、 「子どもの生活に関連性があること」
ⅴ一人ひとりの の力に適った方法で時間や資源を利用で
き、子どもが意見を表明する自信や機会をもてるために、「子どもに親しみ易いこと」
ⅵあらゆる子どもに参加が確保されるために、 「包括的であること」ⅶ子どもの参加の効果的な促進には、おとなが子どもの意見を
聴き、子どもと共に活動し、子ども 効果的に参加に誘うための準備 技能、および、支援を必要とするために、 「子どもの参加が教育により支援されること」
ⅷ子どもの意見表明には暴力や搾取な の危険を伴いうるため
に、 「子どもが安全で危険に配慮されること」
ⅸ子どもの意見がどのように理解され利用された か、子ども
の参加がどのように結果に影響しているのかについて、 「子どもに説明責任が果たされること」
（３）意見
12号の医学教育に係る要点
１
　
医学教育にも関係する一般的な要点
　
前節で述べた意見
12号の内容のうち、まず、医学教育にも関係が
一四二
ある重要なことがらには、以下の三点が挙げられる。　
第一の重要な点は、第一二条が規定する子どもの権利としての
「子どもが聴かれる」ということがいかなることがらなのかが明示されたことで 。子どもが権利として聴かれるためには、子どもに影響を与えることがらに関して、 「子どもの意見が求 られること」と、 「表明された子どもの意見 正当 重視されること」との二要件の確保を要する。　
また、これらの二要件の確保にあたっては、その必要 件となる
子どもに対する説明も求められる。その内容には、 「採られうる決定や、その決定がもたらしうる結果」といったそ ことがらに関わる説明だけでなく、関与をやめることに係 も含め、 「子どもの参加の権利や、参加の範囲、目的や、影響」といった子どもの意見表明や参加に関わる説明が含まれ 。　
第二の重要な点は、第一二条が意見表明や参加により子どもが生
きるにあたり不可欠な活動である子ども 生活 係ることがらに関与で ため 権利であることが提示されたこ であ 第一二条の理解と履行 おいて、あらゆる段階で求められる基本的要件に子ども 生活 の現実的な「関連性があること」という項目が挙げられているように、意見
12号では、子どもが自身のいのちに関係する
営みに関わ ことができることが重視されてい 。　
こうした子どもの生きることへの関与を支援する第一二条の理念
は、第一二条が子どもの生活に影響する活動や決定に包摂されるた
めの権利であること、および、第一二条が子どもの生活に影響するあらゆる活動における子どもの本質的な役割を促進する機能をもつことを指摘する記述にもみられる。　
そして、第三の重要な点は、医師を養成する医学教育を含む子ど
もに関わる専門職教育が子どもの参加の権利保障にあたっての主要な役割を担っていることが指摘されたことであ 意見
12号では、
医師 どの子どもの意見を聴くことに責任を負うおとなが具体的に挙げられ、第三条との関係において、 権利条約が子どもの意見を聴くという必須の段階を子どもに関する活動に責任を負う人々に義務づけて ることに言及されて る。さら 、子どものために、もしくは、子どもと共に活動する専門職には、公私 わたる子どもの参加を尊重することや、子どもの意見 聴き、子どもと共に活動し、子ど の力に応じ 子ども 関わるための準備 技能や支援を伴って 参加を効果的に促進することが求められている。　
また、締約国の義務を満たすための方策の一つに、意見
12号をふ
まえた、子どものために、もしくは、子どもと共に活動する専門職に対する第一二条や実務においての適用に関する教育の提供が挙げられている。２
　
医学教育に特化される要点
　
次に、医学教育などの保健医療に係る専門職教育故に重要なこと
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がらには、以下の三点が挙げられる。　
第一に重要な点は、保健医療における子どもの意見表明や参加の
権利の意義が提示されたことである。子どもが聴かれ参加する権利は、保健医療においては、子どもの健やかな発達や
w
ell-being
を促
進する権利として尊重することが求められている。　
第二に重要な点は、保健医療における子どもの決定過程への包摂
の在り方が提示されたことである。子どもの公私にわた 決定過程への包摂にあたり、保健医療では、子どもに提案された治療やその効果や結果について子どもに説明したり、子どもの意見や経験を子どもの健康や発達 措置を係るサーヴィスの計画、実践や、評価に役立てることができる措置の導入が求められている。　
そして、第三に重要な点は、子どもを対象とする、医学的同意、
医学的カウンセリングや助言、および、医科学的研究や臨床試験をめぐる要件が提示されたこと あ 。まず 学的同意に関しては、これを子どもに移行する年齢を定める動向を歓迎 と共に、医学的同意の対象とはされない幼い子どもにも 自身の治療に関して十分な説明がなされて意見を表明できる場合 は、これを正当 評価するインフォームド・ヴューの適用が求められている。一 、もの医学的カウンセリングや助言に関しては、年齢を問わずあらゆる子どもに確保されることが求められ、子どもの安全や
w
ell-being
の観点から必要な場合には、子どもが内々 これらにアクセスることを確保する立法や規則の導入 ている。 らに、子
どもの医科学的研究や臨床試験に関しては、医師や医療機関にこれらへの参加に関する子どもの権利について子どもに説明することが求め れている。
３．日本の医学教育と子どもの参加の権利
（１）日本の医学教育制度とコア・カリキュラム　
日本の医学教育制度は、広義には、医師養成教育課程の入学要件、
卒前医学教育、医師国家資格の付与要件、卒後医 教育や、生涯教育の範囲にわた
る
）（（
（
。このうち、卒後医学教育は、二〇〇四年から実
質的に必修化され ２年間の卒後臨床研修制度、大学院博士課程における教 や、各 会の認定医・専門医制度から成る。これらの日本の医学 制度の管轄は、医師養成教育課程の入学要件、卒前医学教育や、卒後医学教育のうち大学院博士課程における教育は文部科学省に、また、医師国家資格の付与要件や、大学院博士課程における教育を除いた卒後 学教育は厚生労働省に、そして、卒後医学教育における認定医・専門 制度や、生涯教育は医師会や各医学会に在るというように、複合化している。　
こうした今日の日本の医学教育制度の基盤は、主にドイツ を
基に帝国大学や医学専門学校での 師の養成が国家制度化された明治時代
や
）（（
（
、アメリカ教育使節団に新制大学の設立、医師国家試験の
導入、ならびに、インターン制度の新設などが勧告された第二次世
一四四
界大戦後に制定され
た
）（（
（
。さらに、日本では、一九八〇年代後半から、
以下のように、国際的な動向を反映した医学教育改革が進められた。　
国際的な医学教育改革の指針は、既に、一九一〇（明治一〇）年
に、医学教育 スタンダードと称される
F
lexner ’
s R
eport
におい
て提示されてい
た
）（（
（
。しかしながら、一九八〇年代には、
I
T技術
の発展による情報化や国際化、分子や遺伝子レヴェルに及ぶ生命科学領域の革新的な進歩による医学・医療分野の細分化や学際化、および、患者 権利擁護や医療安全などの社会的要請への応答が求められる社会化が拡張する ど、医学教育に係る社会的環境が国際的に変容した。これら 国際 課題に対応するため 一九八三年に、アメリカ医科大学協会により「
G
P
E
P報告
　
21世紀の医師像」が
提示され
た
）（（
（
。この報告では、医学教育をめぐる国際的変容をふまえ
た、医学生の基本的な臨床能力を養成するための、統合型カリキュラムの編成や、診療参加型 実習（
C
linical C
lerkship ）や問題立
脚型学習（
P
roblem
 B
ased L
earning, P
B
L
）の導入の必要性が指摘
された。　
G
P
E
P報告を契機に、日本では、一九八五年に、文部省（当
時）に「医学教育改革 改善に関する調査研究協力者会議」が設置され、卒前医学教育の在り方についての審議が始められた。そし 、一九八七年に提示されたこの会議の最終報告である「期待される医師像」では、卒前医学教育で修得する基本事項 精選と標準化の必要性が指摘され
た
）（（
（
。
　
さらに、一九九〇年代には、日本の医学教育改革の大枠が提示さ
れた。医学教育の在り方は一九九七年から「
21世紀医学・医療懇談
会」において審議されていたが、この会議の最終報告として一九九九年に提示された「
21世紀に向けた医師・歯科医師の育成体
制の在り方について」では、卒前医学教育へのコア・カリキュラムや診療参加型臨床実習の導入の必要性が指摘され
た
）（（
（
。
　
こうした経緯を経て、日本の医学教育改革は、二〇〇〇年代に実
行された。二〇〇〇年には、文部省（当時）に「医学・歯学教育の在り方に関する調査研究協力者会議」が発足し 作業部会である「医学教育における教育プログラム研究・開発事業委員会」において、大学の意向も反映しながら、コア・カリキュラムが策定された。そし 二〇〇一年 は、この会議によ 「
21世紀における医学・
歯学教育の改善方策について――学部教育の再構築のために――」が報告され、この報告の別冊として前掲 「医学教育モデル・コア・カリキュラム――教育内容ガイドライン――」が提示さ　
同じく二〇〇一年には、診療参加型臨床実習の参加要件となる
コア・カリキュラムに準拠した共用試験の導入が提案された。また、二〇〇一年には、 「診療参加型臨床実習実施のためのガ ドライン」も提示され、卒前医学教育における臨床実習 具体的な方法示され
た
）（（
（
。さらに、二〇〇二年には、前述の共用試験を実施するた
めの共用試験実施機構が設立され、二〇〇三年から コンピューター を利用した多肢選択問題の解答 より知識を評価する
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「
C
om
puter B
ased T
esting, C
B
T
」と、模擬患者の協力を得た医療
面接や身体診察により態度や技能を評価する「
O
bjective Structured 
C
linical E
xam
ination, O
SC
E
」から成る共用試験の試験運用が開始
され、二〇〇六年に、共用試験が正式実施され
た
）（（
（
。また、コア・カ
リキュラムの提示を契機に、医師国家試験にコア・カリキュラムに対応した必修問題や医療臨床能力を問う問題が増加するようになった。　
このように、コア・カリキュラムは、現行の日本の医学教育制度
の基本に位置づけられ、卒前医学教育を中心に医学教育に広く影響を与え、日本の医師の養成に係る主要な役割を果たしている。（２）コア・カリキュラムの内容と特性　
コア・カリキュラムでは、卒前医学教育における基本的な医療臨
床能力を養成するための項目が体系的に提示されてい
る
）（（
（
。その体系
は、 「基本事項」 、 「医学一般」 、 「人体各器官の正常構造と機能 病態、診断、治療」 、 「全身におよぶ生理的変化、病態 診断、治療」 、「診療の基本」 、 「医学・医療と社会」 、 「臨床実習」 、および、 「準備教育」の八項目から成り、それぞれの項目ごとに学習目標である「到達目標」が提示されている。　
コア・カリキュラムの特性には、第一に、卒前医学教育の内容が
精選されたことが挙げられる。コア・カリキュラムの教育内容は、量的には、従来の教 内容の約２／３に削減さ 、残り 約１／３
の教育内容については、各大学の独自性や医学生の自主性に委ねられている。一方、質的に 基礎と臨床、ならびに、講座ごと 分かれていた従来の科目編成が臓器・系統別に統合化され 医療臨床の実際により即した編成 転換されている。　
第二の特性には、日本の全ての医学生が修得するために、コア・
カリキュラムが標準化され ことが挙げら る。前述のように、コア・ の内容は精選され、量的には従来の約２／３程度に削減されたが、各大学や裁量や医学生 自由に配慮しながらも、その内容を全医学生が修得することになり、医師の養成にあたっての一定 水準の保持が図られてい 。　
そして、第三の特性には、従来の医学教育カリキュラムでは必ず
しも十分に対応されていなかった「基本事項」が導入されたことが挙げられる。卒前医学教育 六年間にわたり修得することが求められている「基本事項」には、患者の権利擁護を含む「医の原則」や、患者との「コミュニケーション」など 項目が含まれている。「基本事項」は、二〇〇七年に提示されたコア・カリキュラムの改訂版でも継承されてお
り
）（（
（
、共用試験、臨床実習や、医師国家試験に
もその内容が反映 るなど、今日の医学教育制度において広く重視されている。（３）コア・カリキュラムの課題と対応　
このように、現行の日本の医学教育制度の基本を成し、患者中心
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の医療を志向するコア・カリキュラムには、子どもの参加の権利保障にあたり、どのような課題があり、どのような対応を要する か。　
本稿が指摘するその課題とは、コア・カリキュラムに子どもに特
化した項目を追加することである。コア・カリキュラムが志向する患者中心の医療の実現にあたっては、患者の意思という要素 極めて重要であり、患者が医療 係る意思の表明を介して自身の生きる営みに関与 きることが求められ 。しかしながら、子どもの患者にこうした過程を確保する子どもの意見表明や参加の権利保障にあたっては、これらがわざわざ子どもの権利として規定されているように、子どもの発達や子どもをめぐる社会的な環境や関係性 影響により、おとなとは異なる特別な支援を必要とする。とりわけ、医療が対象とする には意見表明や参加にあたり周縁化されがちな幼い子どもや障がいを つ子どもが含まれる めに、 らゆ 子どもの生きることへの関わりを支援す 観点から、医療 おけ 子どもの参加の権利保障は一層重要である。また、子ども 参加 権利は、医療との関係において 、子どもの健やか 発達や
w
ell-
being
を促進することがらとして位置づけられており、医療がそれ
ぞれの子どもの発達の支援を本質的な目的にし いる とからも、その確保は不可欠である。　
次に、このコア・カリキュラムの課題には、意見
12号との関係に
おいて、以下の二つの対応が求められる。　
第一の対応は 子どもの参加の権利を理解するための教育である。
特に、意見
12号との関係においては、以下の五つのことがらが盛り
込まれる必要がある。
・子どもの権利として「子どもが聴かれること」とは、子ども
に影響を与えることがらに関して、 「子どもの意見が求められること」と、 「表明された子どもの意見が正当に重視されること」から構成され
・ 「子どもに対する説明」は、この二要件を機能させることが
らでもあ
・子どもが聴かれ参加する権利は、子どもが自身のいのちに関
わる活動に関与できるための子どもの権利であること
・子どもが聴かれ参加する権利は、保健医療においては、子ど
もの健やかな発達や
w
ell-being
を促進する子どもの権利であ
ること
・子どもの参加の権利保障にあたっては、医師などの専門職や
医学教育などの専門職教育がその重要な役割を担っていること
　
そして、第二の対応は、子どもの参加の権利を医療臨床で実践す
るための教育である。具体的には、以下の五つのことがらについての教育が求められる。
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・子どもに提案された治療やその効果や結果について子どもに
説明できること
・子どもの意見や経験を子どもの健康や発達に係る計画、実践
や、評価に役立て ができること
・医学的同意の対象とはされない幼い子どもに対してはイン
フォームド・ヴューを適用できること
・あらゆる年齢の子どもに対する医学的なカウンセリングや助
言に対応できること
・子どもの医科学的研究や臨床試験にあたっては、これらの参
加に関する子どもの権利について子どもに説明できること
　
日本では、二〇一〇年に、卒後の小児科研修が「必修制」から
「小児科・外科・産婦人科・精神科・麻酔科から二科を選択する選択必修制」に変更され、医師が小児科を選択しない場合に卒後に子どもと活動する機会を得られにくくなっている。それでも、医師は、自由標榜制度の下、子どもと活動した医療臨床の経験の如何に関わらず、子 に身近な地域の医療臨床 責任を負う可能性に開かれている。また、医学・医療をめぐっても専門化や細分化が進行する今日では、小児科医だけが子どもの患者への対応を必要とするわけでもない。出生数が低下し、子どもの総数は減少しながらも、アレルギー疾患を中心に疾病に罹患し医療的ケアを要する子どもの割合が中長期的に増加する社会環境におい
て
）（（
（
、全ての医学生が体系的か
つ六年間をとおして継続的に修得する「基本事項」を含むコア・カリキュラムの子どもの参加の権利を擁護する医師の養成に係る役割の重要性は増大している。　
近年、日本では、子どもを含む患者の声に基づいて作成された医
学テクストが作成さ
れ
）（（
（
、一部に、このテクストを活用した医学教育
実践が試みられている。また、子どもの患者会においては、子どもに対する疾病や治療に係 説明を促進したり、子どもの気持ちや考えを社会的に発信できる環境を発展させるなど、子どもの患者や闘病経験 もつ子どもの公私にわた ヘルスケアへの参加を支援する医師らによる実践もみられ
る
）（（
（
。
　
これらの子どもや子どもの意思を尊重する医療環境の向上を図る
国内の動向もふまえ、さらなる子どもの参加の権利保障にあたっては、意見
12号が求めることがらのコア・カリキュラムへの反映が求
められる。
４．結論
　
本稿は、まず、意見
12号の内容や子どもに関わる専門職教育との
関係を基に、子どもの参加の権利の保障にあたっての専門職教育の役割の重要性を示した。次に、本稿は、今日の日本の医学教育の基本に位置づけられ医学教育に広く影響を与えているコア・カリキュラムの内容や意見
12号との関係を基に、子どもに特化した権利擁護
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やコミュニケーションに係る項目の導入という課題に対応するための、子どもの公私の領域にわた ヘルスケアへの包摂を支援する医学教育内容を示した。　
医療において子どもの意見が聴かれるためには、こうした医学教
育の発展と共に 医師の人員の十分な配置、他の医療専門職との連携の一層の充実や、子ども 医療に係る国内法や規則の調整など、子どもと活動する医師が 意見を求めこれを正当に重視することが可能な子どもの 療環境の整備が求められる。さらに、 学教育をめぐっても、誰が、いつ 何を、どのように教育するのかといった詳細を医学教育体系と 関係において明示することも求めれる。これらの課題については、稿を改めた 。
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